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＜補足１＞ 

Hausman(1981)がアウトラインとして述べている内容は以下のとおり。 

 

①非補償需要関数Ｘから、Roy の恒等式を使って間接効用関数 v を求める。p は価格、y は

所得、添字 j は財 j を示す。この方程式は、積分可能性条件が満たされれば解ける。 
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②間接効用関数を支出について解けば、支出関数 e が得られる。 

 

③支出関数が得られたならば、次式のように、補償需要関数に基づく消費者余剰を求めら

れる。これを適宜足し合わせると、式(4.2)を計算できる。 
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あるいは、次の式から直接、支出関数を求める方が実際的かもしれない。 
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Hausman, J.A. (1981) Exact consumer’s surplus and deadweight loss. American 

Economics Review, 71(4), pp.662-676 

 

＜補足２＞ 

Q についての環境改善において、事前の効用水準を Uとおくと、Total value は次のとおり。 
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さて、スルツキー分解と同様の手順を踏むと、ある財 i について以下が成り立つ。 
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変形して、 
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           (補 2.3) 

 

ここで、Larson(1992)が発案したように、財 i が Q に対して Hicks 中立性を有するならば、

( )
0

,,
=

∂
∂

Q

UQpX h
i とおける。 

 

この場合、効用水準を一定に保つことに気をつけて次の式を計算すれば、式 (補 2.1)の Total 

value が得られる。なお、これは Flores(1996)の式 19 より引用した。 
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式(補 2.2)の右辺について、Hicks 中立性よりこれがゼロであることを用いると、Q の

変化範囲に関して次のようにかける。なお、記号を置き換えている。 
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Flores(1996)によると、このような条件が成立することは単純な線形関数ですら難しく、

非線形関数ならばほとんど不可能である。 

さらに、Larson(1992)は環境財に対して弱補完性を持つ財について choke price p*で

Hicks 中立性を利用することを提案したが、Flores(1996)によると、これは弱補完性を用い

る手法の一種にすぎず、受動的利用価値の計測はできない。 
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